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1.はじめに
　「ダルマ蔵相」と言うニックネームで国民から親しまれた高橋是清。大正・昭和の金融恐慌の際は、その手腕を見込まれ何度も大蔵大臣を務めるが、軍拡反対姿勢を貫いたため軍部と対立、2.26事件で非業の最期を遂げた財政家である。
彼が最後に大蔵大臣を務めたのは、80歳代という高齢だったため、軍部からの度重なる要求に対し、細かい交渉は補佐官らが主だって引き受けていたようだ（１）。しかし、決して“お飾り”の大臣ではなかった。残された記録によると、高橋是清は彼自身の言葉で答弁している（２）。それが出来たのは、彼自身が金融・経済・国家等に対して、ある程度確立した考え方を持っていたからこそだと私は思う。だが一方では、“抑えきれなくなりつつあった軍部に対して、物怖じせずに意見を主張できる人物”としての“役割”を期待されたのも確かであろう。しかしこれについても、大蔵大臣を何度も経験しているという実績だけを見ての期待ではなく、国家への献身的な思いを貫ける人物との評価が高く、公平で利義を重んじる性格から来る人望の厚さもふまえての期待だったと思われる。
そこで、高橋是清の物事への見方という方向から2，26事件へ至った理由を考えてみたいと考えた。2，26事件は、一般に「軍部との意見対立」が原因とされているが、具体的にはいったいどのような点で、どのように対立していたのだろうか。この問題を段階的に考えていくにあたり、まずは本稿で、高橋是清の「対中国観」、「経済観」、「国防観」について明らかにしたい。
2.高橋是清が日本の金融政策の中で果たした役割（日露戦争～2.26事件）

2-1.日露戦争時の外債募集
　一般の通史などに高橋是清が登場するのが、1904年2月から1905年9月にわたる日露戦争の戦費調達のための、外債発行責任者としてである。日露戦争の戦費は最終的に、明治36年度の一般会計歳入2億6千万円の7倍近くにもなる17億円超にも達した。この膨大な戦費調達のために、各税一律の増税に加え、たばこ専売制の導入や相続税、塩専売を新設するという大増税が行われた。しかしこのような大増税をもってしても戦費はまかないきれず、戦費の大半は公債で賄われることとなった。国内債も最大限発行されたが、軍需品の多くを輸入に頼っていた状況のもとでは、輸入代金支払いに充てる正貨確保のための外債発行が、戦争継続にとって死活問題であった（３）。
最初の外債発行が失敗すれば、信用喪失から以後の外債発行は困難になり、日本は財政面から到底ロシアとの戦いを続けられなくなるという厳しい状況の中で白羽の矢が立ったのが、当時の日銀副総裁、高橋是清だった。欧州の外債発行市場では、軍事力の違い等から日本の勝利を予想する向きは少なく、外債の発行環境は極めて悪いものだったが、ロシアに反感を持つユダヤ系のクーン・ローブ商会のジェイコブ・シフの協力、口利きや鴨緑江における日本軍勝利の報もあり、戦時中に前後4回分を合わせて8億2千万円、戦後の経営のために4億8千万円の外債募集をなんとか成功させた（４）。
2-2．第一次世界大戦後の財政処理

　　　　第一次世界大戦により、ヨーロッパへの軍需品の輸出やアジア諸国への物資の輸出量が増加したおか　　　　　　　げで、日本経済は大きく膨張したものの、終戦を迎えると不必要になった軍需品の値が暴落、大戦中に　　　　　　　設立・拡張した企業は、経営の危機を迎えていた。そこで高橋は、戦時中に拡大した生産能力を大いに　　　　　　　活用し、西洋諸国に売り込む「積極財政」を採用した。この時はアメリカの景気の良さに後押しされて成功した。
よく松方正義と比較されることがあるが、日本資本主義の成立過程で、近代的な財政上・金融上の諸制度を確立することが松方財政に求められたのに対し、高橋是清の政策は第一次世界大戦後、膨張しきって行き詰っていた日本資本主義の危機を乗り越えることを目的としていた（５）。

2-3.昭和2年の金融恐慌
片岡直温蔵相の「渡辺銀行破綻」と言う失言をきっかけに、金融恐慌が発生。中小企業が次々と倒産し、銀行取り付け騒ぎが全国に広まった。高橋是清は、21日間のモラトリアムの実施と、国内への影響が大きい台湾銀行の救済などの緊急勅令案を閣議に提出。枢密院によって承認されると、すぐにすべての銀行を3日間休業させ、その間に見せ金として使うための200円札を大量にすり上げるように指示した。その200円札を受付に積み上げて営業を再開すると、大きな混乱もなく業務は進行し、騒動は沈静化していった。
しかし、高橋是清の経済政策への評価は分かれており、そもそも、この金融恐慌で中小企業が次々と倒れるような事態を引き起こしたのは、第一次世界大戦後の時点で産業を縮小化しなかった彼の経済政策のためだという見方も多い。

2-4.金輸出再禁止の背景
　1929年、浜口内閣の蔵相に任命された井上準之助は、欧米諸国との協調と日本経済の国際競争力増進を目指し、緊縮財政の実施と金輸出の解禁を決意。金本位制への復帰は、欧米諸国が望んでいたことだった上、為替相場を安定させて貿易を振興させるための重要な課題にもなっていた。しかし1930年1月、いざ解禁してみると、前年の10月にアメリカのニューヨークで起こった株価大暴落の影響が金解禁後の日本市場を直撃し、不況を呼び込んでしまった。その上、「世界の銀行」と呼ばれていたイギリスが金本位から離脱したばかりか、ほぼ同時に起こった満州事変により軍拡が推し進められ、緊縮体制も崩落してしまった。都市では失業者が増大、農村では娘が身売りするという有様、昭和恐慌へと発展した。

　高橋は真っ先に日本銀行と相談して金輸出を再禁止し、１０億円の赤字公債を発行した。このいわゆる「高橋財政」によって、1932年末頃には他国に先駆けて恐慌状態から脱出した。
2-5.「高橋財政」の特徴と問題点―2.26事件直前の予算へ
　高橋是清は、犬養毅内閣・斎藤実内閣・岡田啓介内閣の3代にわたる内閣の蔵相を務めており、この時期の経済政策が「高橋財政」と呼ばれている。「高橋財政」の特徴は、①金本位制からの離脱と低為替政策、②積極的な財政支出、③低金利政策の三点が挙げられ、その目的は、昭和恐慌により深刻な不況下にあった日本経済の回復であった（６）。
それぞれを簡単にまとめると、①は、金本位制を停止することにより、円為替は放任状態となり、円は下落して日本製品の国際競争力は回復し輸出が拡大、一方輸入は抑制されるために国際収支の黒字につながるという仕組みである（７）。②では緊縮財政から一転して、満州国建設への投資や維持のための軍事費、農村救済を目的とした時局匡救事業にかかる費用などで、財政支出は拡大した。積極的に国がお金を出して投資することによって国内需要を作り出し、生産設備拡大のために企業が新たな投資をする、つまりは“投資が投資を呼ぶ”サイクルを生み出すための政策方針であった。この大幅な財政支出拡大に対し、高橋は財源を増税ではなく国債の発行に求め、1932年にはじめて赤字国債を発行した。赤字財政は、国が借金を背負うことを意味するため、高い金利水準にすることはできない。そのため、通貨発行権をもつ日本銀行が、市場を経由させずに国債を直接引き受けることで、政府の財政需要に応じつつ、民間部門の資金需給への影響を緩和、そして潤沢な通貨供給による低金利への誘導を、国債の日銀引受発行で実現させようと考えた（８）のだった。これが③である。
　このような経済政策では、需要拡大の波及効果が鍵となっている。為替相場の低落による輸出拡大と財政支出が景気回復の最初のインパクトを与え、積極的な資金供給と低金利政策によって持続的な設備投資拡大を可能にする（９）ためには、まず日本国内の産業が相互に密接に需要と供給の関係で結ばれているような、つまりは国内でお金が回っていくような産業構造が条件となってくる。幸いなことに、日本経済はこの時点でそういった産業構造を持っており、なおかつ重化学工業がこのメカニズムの中で成長していくような条件も持っていた（１０）ために、高橋財政で日本は恐慌からの脱出に成功したのである。
　しかし、財政支出拡大による需要拡大政策の継続は、悪性インフレーションを引き起し、赤字は縮小できず経済・財政の破綻につながるという危険性をはらんでいた。本来財政支出拡大に適当な支出項目というのは、後年度の負担を増やさぬためにもあまり継続性のないものが適当なのだが、高橋財政では軍事費を中心に財政拡大を実行したため、問題が起きてしまった。軍事費の支出拡大が予算の中で既得権化して元に戻すことが出来ないという政治構造の中で、更なる軍事費の拡大を陸軍省・海軍省が要求してくるようになってしまったのだ。実際に、一般会計の軍事費率は1931年から徐々に上がって、1936～37年には47％に達している。高橋蔵相の時代、政府の一般会計の実に半分近くが、軍事費に使われる経済になりかかっていた（１１）のである。
　そのため、昭和11年度予算の作成にあたっては、歳出削減による公債漸減方針が示された。軍事費拡大を要求する軍部に対し、高橋は財政抑制方針を崩さず、最終的に赤字国債発行額は前年度比9,130万円の削減となった。しかし、この予算こそが2.26事件へとつながってしまう、高橋が手掛けた最後の予算なのである。
3.高橋是清の「対中国観」
3-1.金輸出再禁止の理由
第一次世界大戦後の是清の取った財政処理に対し、アメリカに次いで日本でも金解禁を進めるべきであった、そうすれば国際物価水準のもと、戦時中に設立・拡張された企業は必然的に整理・合理化を進めることとなり、健全な経済の発展につながったはずであるいう批判も多い。ではなぜ、高橋是清は金解禁を避けたのだろうか。

この背景には、対中国政策に関する彼なりの考えがあった。1917年当時の21カ条に見られる威圧的な要求を中国に出すことに、原敬同様高橋は反対していた。武力で侵略したものは必ずいつかは奪還されてしまう。力で抑え込むのではなく、経済的・友好的な中国支配を目指そうとした。そのため、今でこそ中国は国が乱れているが、いずれは国情安定し、鉄道を敷いたり産業を興したりするだろう、その時必要な金5～6億を、日本がたちどころに貸せるよう、金を国内に留めておこうと考えたのだ（１２）。
高橋是清が金解禁をしなかったのは単に重金主義者だったためだという主張もあるようだが、そのように単純ではない。彼としては、武力ではない、経済的な援助による中国との今後の関係性を重視していたのだ。
3-2.満州国について
　高橋是清は、日本が満州国を重視するのは、決して欲に基づいたものではなく、小国日本が国家を維持していくにあたって、国境に安全地帯を作り外からの脅威を除くことが必要であるからだと考えていた。しかし、「独立国として世界に乗り出させた満州国は、あくまで独立国として対さねばならぬ。」（１３）と言い切り、排日や日中間の紛争は、日本人が日清戦争以来、支那人を軽蔑する風潮があることが大きな原因だとした。「いわゆる面子を重んじる支那人」（１４）にとっても、日本人の軽蔑的態度は耐えられるものではないが、高橋自身も、自分の上海での経験から「支那人を馬鹿にする気風こそ間違いのもとだ。」と憤慨している（１６）。よって、満州国についても、属国扱いしたり、征服した国のように振る舞まったりすれば、到底満州の人心を得ることはできず、ましてや満州を日本の藩屏とすることもできないと、日本の満州への態度を危惧していた。

4.高橋是清の「経済観」
4-1.国民の生産力
金融危機の際は何度も引っ張られ、大蔵大臣を7回も務めた高橋是清。彼の経済観を整理する上で出てきた、「経済教」なる言葉の意味から始めたい。

高橋によると、人生には経済教と人道教があり、この二つが並行して進めば、これほどの人生の幸福はないという。経済教の極致とは「人間の生活欲を満足させ、その欲をしてますます高尚ならしめること」（１７）、そしてその教えによると、「人間は孤立して存在することはできず、たがいに寄り添って」（１８）いる。「何人とも、働かずに衣食を得ることはできないし、他人から己の世話を受けるのは、己が働けるからこそ」（１９）である。このように、知らない人から世話を受け、また自分も知らない人の世話をしているサイクルこそ“経済”であり、この働きを“国民の生産力”ということが出来る。

では、生産に必要なものは何か。高橋は、4つの要素を挙げている。「資本」・「労働」・「経済の能力」・「企業心の働き」である。多少の危険は承知で物の拡張や新規の仕事を始める企業心、外国との競争に対抗していける力のある経営者、豊富な資本、他国に負けない能率で仕事をする労働者、これらそれぞれが作用しあって初めて、一国の生産の力が発達していくのである（２０）。

しかし当時の日本では、これらの要素はまだまだ不安定であった。「企業心」についていえば、預金者である国民も金を預かる金融業者も、自己の利益のみに注目し、真に堅実な投資に目覚めていない。それに日本の場合、欧米のように金持ちが少ない上、新たな仕事に取り掛かる時にまず、捨てても良い自身の金を持って着手し、確実なものになってから初めて株式会社にして多くの人に投資させる方法をとる者も少ない。「鉱山事業など、成功するか分からないようなものには、金に余裕がある金持ちが手をつけなければ、一体誰がするのか。もし掘り当てれば、大きな社会事業になるのだし、困っている人を助けるのは金持ちの義務であろう。」というロスチャイルド氏の考え方（２１）に、高橋は感動していた。

また、大量生産主義の国際経済であった当時、日本でも優良かつ廉価な製品を市場に出すことが求められていた。そのためには資本を増加し組織を拡大、あるいは最新の機械を応用するなど、あらゆる方面での従来の組織の改善が必要であった。これらはもちろん、「資本」なしには出来ないことである。しかし「資本」とは、各々が働いて自分の生活を維持し、必要な経費を差し引いたその余裕が銀行預金・郵便貯金となり、あるいは株券の応募となり、公債社債の応募金となるもので、これらはみな、働いた人がつくるものである（２２）。よって、資本は経済発達上不可欠なものだが、資本の値うちのみを上げて『人の働きの値打ち』（２３）、すなわち「労務」（２４）を軽んじるようでは、購買力は減退し不景気を誘発する原因になりかねない。資本と人間の働きを円満に結びつけてこそ、はじめてそこに金が生まれるのだ。だから、直接生産に従事する人々と資産家とが分配する金は、常に平等でなければならない。今日では、資本と労働が喧嘩をするようなことがあるが、離れ離れになったままで国力を養うことなどできない。高橋に言わせると、「そもそも働き手である日本の職工は、ものを教えればそれを覚え得るのが非常に速く、手先が器用であるため、教育・指導・休養・栄養などが十分であれば、欧米をはじめどこの国の職工と比べても、遜色ない資質を備えている。よって職工をよりよくする責任は、雇い主や管理者にあるとも言える。また、10人で作るものを6人で作ったならば、省けるようになった2人の賃金分は6人の給料に上乗せしてやるのが筋だろうし、残りの2人分はそれだけ安く製造できるようになったのだから、物価を引き下げ、一般消費者が購入しやすくする方針が妥当だろう。」（２５）とのことだ。確かに、経営者がこの方針を持って事業を経営するならば、まず労働問題といった資本と労働の衝突は起こらないであろう。

　作れば損、売ればまた損という有様では、国民の生産力は伸びず、国民経済の発展も望めない。人間は共助共存の関係にあるのだから、正しく働く人々に対し、正しき報酬を保護してやれるような世相を作り出すことが、政治経済上もっとも大切であると高橋は考えていた（２６）。
4-2.農村と地方の在り方

　次に、高橋是清の農村や地方の在り方に関する考え方を紹介する。昭和恐慌からの立ち直りのため、高橋は農村救済を目的とした時局匡救事業に取り組んだ。彼が農村に注目したのは、農村人が全人口の半数を占めている日本では、農家経済の悄長が国民経済に及ぼす影響が大きいと考えた（２７）ためである。農村振興政策による農村の購買力増進は、一国の経済を立ち行かしめ、更にその発展を計るために何よりも大切な、国内の購買力を涵養していくことにつながっている。だが実情はというと、救済事業だと言って用もない道を拓いたりするが、拓いた道は生業の助けにはならず、村はかえって以前にまして窮迫することさえある（２８）という。金が必要な事柄がそこにあって、それに金を出すのが正しい使い方だ。しかし今の状態は、上から用途を指定された上で金を使うよう言われたが、その分野では使いたいところがない、不必要なものでも作るしかないということになり、一方で本当に必要なもののための金が下りない状態なのだ。これは、土地の人自らの請求ではないことが原因である。無意味な救済は相手に間違った安心感を与えかねないため、農村振興政策の基本は、従来の既定予算内で、金を必要としている適当な仕事に予算を割り振ることにあると高橋は考えていた（２９）。

　また、地方については、国から地方へ交付金を与えるやり方に高橋は反対していた（３０）。国を養う力は地方の経済的集団から生まれる。よって、地方が経済的に自治の団体となる必要性を指摘した。自治の発達のためには、独立の財源が必要となる。地租は公平な課税が出来ない性質のものだから、これを地方へ委譲しその財源にあてたらどうかとの提案もしている。

4-3.日本のケインズ
　最後に、高橋是清の経済政策の特徴ともいえる、積極財政の考え方についてまとめておく。これは、高橋が農務省にいた時に出会った前田正名の、「日本の富国強兵のもとは政治も必要であるが、より以上に必要なのは産業の組織でなければならぬ。」（３１）という考え方、すなわち、国の発展の基礎は殖産興業だとする捉え方に大きな影響を受けたためである。

高橋に言わせると、「国の経済と個人の経済は別物である。個人としては倹約し金を貯金すると、その分蓄財が増えて良いことだが、これを国の経済の観点からみると、使われずに貯金されてしまった金の分、どこかで物資の需要が減ることとなり、国家の生産力はそれだけ減ることとなる。よって、国の経済からすれば、余裕がある人にはそれだけの生活をしてもらった方がいい。同じ額の金であっても、貯金されてしまえばそれまでだが、使うことによって様々な人の手を渡り、何十倍にもなって働くわけだから。」（３２）とのことだ。つまり、金が回ることにより、その分どこかで誰かの仕事が増え、仕事が増えれば余力が出来、またその金が使われる。このような連鎖により経済の活性化を目指す方針なのである。もちろん、無駄は良くないし、倹約は良いことだが、産業の力を減退させるような手段をとることは好ましくない。既に国が進めていた事業まで途中で中止してしまっては、これに直接関係のない生産業者まで、将来における商品の需要の減退を慮り、自分の現在雇用している労働者を解雇し、生産量を減少するような事態を招きかねない。政府が緊縮財政をとるから、世間の実業家も緊縮方針で行かねばならぬように感じてしまうような節があり、それも不景気の原因のひとつだと考えられる（３３）。
昭和恐慌の際、日本が他の国に対して早く経済難局から抜け出し得たのは、輸出貿易の躍進と通貨の適正なる供給、低金利政策による事業経営者の負担減に負うところが大きい。生産と消費との間の失われた均衡を回復させ、両者の連絡・調節を円滑にすることができた結果といえる。この際に、増税ではなく国債発行を選んだのは、増税によって国民の所得を削減し、その購買力を失わせることは、せっかく伸びようとしている芽を摘んでしまうのと同じで、適当な時期まではこれを避けた方がいいと考えていたためである。そのような考え方の高橋だから、最近の英米諸国の識者に、一年度限りの予算の均衡を図ることを重視している者がいることを知り、「民力を枯渇させ、経済界に及ぼす影響を考慮していない人がいるようだ。」との厳しい批判（３４）をしている。高橋の場合、「それならばむしろ、政府当局しては、数年をかけて財界の回復を図り、予算の均衡を得ることを主眼とすべし。財界が好況で政府の収入にも余剰がある場合には、公債償却に力を注ぎ、財界不況にして失業者が増大し産業も不振の場合には、政府自ら公債もしくは借入金によってでも事業を起こして経済界の調節に当たるべし。」（３５）との方針をとる。これが、高橋是清が日本のケインズ（３６）と言われる所以である。
ここで指摘しておきたいのは、高橋が、公債の過剰発行の危うさも承知していた点だ。国民が公債を咀嚼する力がある内が、国債発行の限度となる。「国民の懐が空っぽで、国民の力はすでにこれ以上の負担はできないような状態では困る。非常時には今日の用意以上に国力、経済力を求めなければならないのだから。」（３７）「借金政策の永続すべからざることは当然。」（３８）との言葉からも分かるように、国民の公債を咀嚼する力がなくなったら、たとえ国防上必要なる経費といえども十分に応ずることはできず、公債発行を何としても止めなければならないと考えていた。高橋は決して、いくら公債を出しても差し支えないなどというつもりで予算を組んでいたるわけではなく、あくまでそれだけのものを消費できる力が国民の中にあるという確信・信念があっての政策（３９）だったのだ。
5.高橋是清の「国防観」
5-1.軍部の振る舞いについて―上海事件を例に―
　『西園寺公と政局』という、西園寺公望の秘書であった原田熊雄の著書の中に、上海事件に関しての彼と高橋是清との会話がみられる。高橋は陸軍出兵には元々反対で、その決定閣議には出られない、もし軍を出すとしても、状況次第では途中で引き返してはどうかと、陸軍大臣に言ったそうだ。この意見に対して「一旦出した命令をそうすることは、軍の威信の上から言っても出来ない」と答えた陸軍大臣だったが、「軍の威信と言うのは対内的な問題であって、こういう対外的に重大な問題に対して、馬鹿なことをいってはいかん。」と高橋に一括され、強くは言い返せなくなったという（４０）。
　高橋の言う通り、軍の威信のために上海で一戦を交えるといのは、軍のために国家を犠牲にすることとなり、本末転倒である。特に日露戦争時と異なり、外国の同情を得るだけの大義名分が日本側にないような状況下では、軍費を確保し続けることは難しく、列国からの孤立は満州国喪失という結果にもつながりかねない。高橋は最近の陸軍の動きを見ていて、一旦出兵したが最後、「あたり近所お構いなしにどんどんやってしまう、実に乱暴極まった」（４１）傾向にあることを感じ取り、軍部の振る舞いに対して、強い不安と警戒心を抱いていた。
5-2.国防は必要か
　軍の動きに対して、慎重を期すべきだと考えていた高橋だが、決して「国防」が必要ないものだと思っていたわけではない。むしろ、2つの観点から、国防は必要なものだと考えていた。
　まず第一に、生産性の観点（４２）より。国防は直接生産しないため無駄だという考え方はあるが、国防のために動くお金によって、自然と材料や人の労力が必要とされ、それに携わる人々の生活が支えられることになる。
　第二に、外交の機能の上に於いて効果あらしめるためのもの（４３）として。当時の日本は国際連盟を脱退していたが、世界の平和を維持し、人類の福祉安寧を増進していこうという方針は共に持っているのだから、そういった日本の本当の意図を世界に正しく認識してもらう必要があると高橋は考えていた。彼としては、日本はなにも戦争をしたいわけではなく、「武力をもって外国に領土を広めるという悪口をいわれているが、そんな考えは日本には毛頭ない」（４４）し、外交で認識のずれを埋めていくことが基本だからだ。ただこの時、相手が日本を侮っているようでは、外交もうまくはいかない。せっかく立派な道を説いても、自分に都合の悪いことには耳をふさぎ、日本の言い分を信じてもらえないようではどうしようもない。ここで必要なものが、国防―国内における海陸軍の兵備・軍備―だというのだ。「日本の外交というというものは馬鹿に出来ない、日本は侮ることが出来ないから、あの国の言うことは尊重して聞く姿勢を持たなければならない」という考えが相手方にあってこそ、同じ土俵での外交が可能となるのだ。
　しかし、だから言って軍備に力を入れすぎて、国民が疲弊してしまっては元も子もない。軍備とは、「国民がこれを支え、使うだけの力を持って」（４５）いなければ機能しないものだから、軍備の計画は当然国民の財力に相当したものであるべきだという、客観的視点で国防の必要性を認識していた。

5-3.「何のための国防か」―昭和11年度予算閣議にて―
　昭和10年という年は、陸軍中心の陰に陽に動く邪険な空気が一段と濃くなった年である。満州事変以来不穏なムードが漂い、陸海軍部の軍事費増加の要求は従来にも増して激しくなっていた。昭和10年11月26日、昭和11年度予算を決める予算閣議の際、高橋は予算案の説明後、兼ねて自ら事務当局に命じて取り揃えてさせていた資料―国民所得その他、日本の経済の実態を示す色々の計数―に基づき、日本の経済力、国際情勢を堂々と説いた。軍部大臣はこの蔵相の発言に対し、一言も発することが出来なかったという（４６）。各閣僚を痛く感動させたと同時に、高橋を2.26事件の凶変にあわしめた大きな原因ともなった演説（４７）を、以下一部抜粋して載せたいと思う。
　　「わが国は、天然資源の点から見ても資源乏しく、果たして孤立してよく自給自足をなし得る
や疑問である。…（中略）…予算も国民所得に応じたものを作らねばならぬ。財政上の信用と
いうものは無形のものである。その信用維持が最大の急務である。ただ国防のみに専念して悪
性インフレをひき起し、その信用を破壊するが如きことがあっては、国防も決して安固となり
得ない。」

「一体軍部はアメリカとロシアの両面作戦をするつもりなのか、…（中略）…君らはよく“こ
うしたら勝つ”などというが、戦争に勝つということは、相手国が手を上げるんでなければ本
当の勝ちとはいえない。いくら自分で勝ったといったって、向こうが負けたといわなきゃ勝ち
ではない。といってワシントンやモスコーを占領するなどというのは、とうてい不可能じゃな
いか。国防というものは攻め込まれないように、守るだけでいいのだ。大体軍部は常識に欠け
ている。現にいま要求されている地方幼年学校の増設なんかもまったく無意味と思う。およそ
どこの職場に働く者でも、その必要とするいわゆる常識は中等学校で涵養されるべきものだ。
…（中略）…陸軍では、この教育を受けた者が嫡流とされ幹部となるのだから常識を欠くこと
は当然で、その常識を欠いた幹部が政治にまで嘴を入れるというのは言語道断、国家の災いと
いうべきである。」
6.終わりに
　以上、高橋是清の「対中国観」「経済観」「国防観」を見てきたが、ここに彼の思想全てを書ききれたとは思えない。それほど、彼は様々な物事に対して深く考え、自分なりの理想と基準を持って人生を送った人物だったといえる。

　本稿の初めに、いったいどのような点で軍部と意見対立していたのか、という問題を提起したが、その答えとなる「高橋の物事への見方」をこれまでの内容を簡単にまとめながら、「対中国観」「経済観」「国防観」の各観点をふまえて整理したいと思う。

まず、武力による抑え込みではなく、経済的・友好的な中国支配を目指していた高橋は、満州国は独立国として扱うべきであり、支那人をばかにする気風こそ間違っていると感じていた。高橋に言わせると、日本の本当の意図は、世界平和を共に維持することで、決して戦争を望んでいるわけではない。日本の言葉にも耳を傾けてもらえるよう、あくまで同じ土俵での外交を可能にするための手段として、国防の必要性を感じていた。しかし日露戦争後の軍部は、引くべき所であっても軍の威信のために引けないというような本末転倒な考え方をしているところがあり、高橋は強い不安と警戒心を抱いていた。そもそも国防は、攻め込まれないよう守るだけでよい。世界における日本の立ち位置も考えると、財政上の信用は大切になってくるため、国民の支える力を超えた国防を求めるなど言語道断なのだ。そして、国民の力、すなわち日本の経済力を伸ばしていく鍵は、国民の生産力を高めることにある。よって、緊縮財政をとるよりは、長い目で見て生産と消費との間の失われた均衡を回復した方がよいとし、実際幾度もの恐慌時には、政府主導で金を使い、国民の間に金を回していこうとする積極財政の方針をとった。この時、経済家の道徳でもって経済を発展させていきたいということを説いている点も高橋らしい。すなわち、人は共助共存関係にあるのだから、資本家は自発的に社会に金が回っていくようなきっかけを作るべきであるし、経営者は正しく働く人々に正しき報酬を与えるべきである、という考え方をしている。また、日本の総人口の半数を占める農村人の購買力を高めることの必要性にも注目し、農村振興政策も手掛けた。

このような考え方を持って、高橋は日本の経済の危機を何度も救ってきた。しかし積極財政方針をとったがために、軍部による軍事費拡大要求を誘発するきっかけを作ってしまったこともまた事実である。　高橋は自身の理想とした経済を、自身の方針を持って作ってきたのであるし、軍需産業の拡大を利用して経済の回復を図ったのも高橋の意図である。だが、政治的に軍部の要求が抑えられない状況になってきてしまったがために、既得権化した軍事費拡大を食い止める役目も、大蔵大臣である高橋が負うこととなったのだ。自分の方針によって大変な苦労を招いたように見え、高橋の考え方は一見矛盾しているようだが、高橋自身の中では全く矛盾はしていない。なぜなら、国民が公債を咀嚼する力がある内が国債発行の限度であり、国防上必要ないかなる費用算出のためといえども、その限度を超え得そうになったら全力で止めることを、最初から決めていたからである。つまり、高橋是清は自分の「物事への考え方」に責任を持つと心に決めた上で、自身の方針を貫いたのだ。

私が本稿のサブタイトルを「軍部への盾となりえた人物」としたのは、もしも高橋是清が2.26事件で殺されず軍拡要求に対立し続けていたら、という意味ではない。日本の在り方について確立された理想を持ち、それに沿った方針を貫けるだけの確固たる意志をも持ち合わせた高橋是清だからこそ、昭和11年度予算閣議における演説からも分かるよう、政治的構造により抑止するのが難しくなっていた軍部に対しても、物怖じせずに自らの意見を堂々と述べることが出来た。その意味で私は、高橋是清が「軍部への盾となりえた人物」だと言いたい。

本論文では残念ながら紙面の都合上述べられなかったが、高橋是清に対する周囲の期待―他の大臣や大蔵省の人々、新聞報道等―と、高橋の強い軍拡反対姿勢に対する軍部の反応を見ていくことで、当時高橋がどのような人物だと捉えられていたのかを明らかにし、もうひとつの問い、「軍部とどのように対立していたのか」の答えを導きたいと思う。今後、予算会議当時の新聞や議事録を通じて更なる検証をしていくつもりだが、本稿では本章を持って結論とさせていただきたい。
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(46)昭和大蔵省外史刊行会『昭和大蔵省外史　中巻』126～133頁

(47)同上134～136頁　高橋の演説に感動した白根書記官長が詳細なメモを取り、閣議散会後の内閣記者団との会見の中で話したため、かねて軍部の態度に反感を抱いていた東京各新聞社の記者らはここぞとばかりこれを記事にした。ここでは、昭和10年11月27日付の「朝日」に掲げられた記事（前半）と、内田信也著『風雪五十年』に取り上げられた記述（後半）とを載せた。
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